








The Development of Japanese Teaching Materials for Non-Japanese staff 






Over the past ten years or so, the Japanese government has placed an emphasis on inbound 
tourism. As a result, the number of tourists visiting Japan from a variety of countries has increased. 
Accordingly, the necessity for the Japanese tourist industry to accommodate these tourists’ cultural 
and language backgrounds has increased. Due to time and cost constraints, however, it is difficult 
to train current Japanese employees, to rectify this situation. Another possible approach would be 
to hire more non-Japanese staff with a good command of the Japanese language. Non-Japanese 
staff would then need to cater to both international and domestic tourists, and would require 
special Japanese language training to help them work in the tourist industry. This paper discusses 
how effective teaching materials can be developed for non-Japanese staff, while highlighting 
government statistics and data gathered from an interview with non-Japanese hospitality staff and 
questionnaire given to hotel personnel.  The necessary skills to be focused on are grouped into 
three aspects: (1) linguistic skills (2) customer service skills and (3) culture-based skills. Based on 
the discussion, this paper finally offers an example of suitable teaching materials, which were 
developed using Adobe Flash software. 
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 政府が国を挙げて観光政策に積極的に取り組みむようになったきっかけは 1996 年に運輸省（現
国土交通省）が開始した「ウェルカムプラン 21」である。この取り組みは円高の影響などでアウトバウ
ンド数とインバウンド数に大きな差が生じ、国際観光収入と支出のバランスが取れないことを問題
視し開始されたものである。具体的には 2005 年までに訪日外国人旅行者数を 1996 年の 350 万
人から 700万人に倍増させ、地方圏への誘客を促進することを目的とした（国土交通省, 2001）。そ
の後も 2003 年に、訪日外国人旅行者数を 2010 年には 1 千万人にすることを掲げた「「ビジットジ
ャパン・キャンペーン」」が開始されたり、観光立国担当大臣が任命されたりするなど、観光に関す
る積極的な取り組みがなされた。その結果、1996 年にはおよそ 384 万人だった訪日観光客数は
2003 年には約 521 万人に、さらに 2005 年にはおよそ 673 万人となった（観光庁, 2010a）。これを











らかとなった（国土交通省, 2007）。また、2008 年には観光庁が設立されたうえ、2009 年に閣議決
定した「新成長戦略（基本方針）～輝きのある日本～」においては「観光立国の推進」が 6 つの成
長戦略分野の 1つとして位置づけられた。 
 これらの動きを踏まえ、独立行政法人国際観光振興機構は 2010 年からウェブサイトでの情報を
「今後さらに増加する事が予想される中国、香港、台湾からの旅行者のひとり歩きをサポートするた
め、飲食、ショッピング、イベント等の実用情報を中国語、韓国語でも充実」（独立行政法人国際観

















旅行者数は 2000年にはおよそ 35万人であったのが 2009年には約 101万人と 3倍近くに増加し
た。これは中国人団体観光客に加え、個人観光客への査証発給を開始したためであると考えられ













































































































































































































 『Japanese for Tourism Professionals』（Iwata, 2010）は、日本人観光客とコミュニケーションができ
ること、要求に適切に応えることができることを目標とし、言語と文化的知識の向上を目的とした教




適切な言い回しを紹介する「Unit2：Sociolinguistic Perspectives on Hospitality Language」、そして






































ルバイトなどいずれの雇用形態も含むこととする）がいる割合は 10 社中 9 社であり、正規 9 名、非































入れを想定して課題となるであろうことについて上位 3 位まで回答してもらい、1 位を 3 ポイント、2
位を 2 ポイント、3位を 1 ポイントとして計算したものが以下の表である。 
 
表 1： 外国語母語スタッフ受け入れに関する課題 
言語面でお客様と日本語によるコミュニケーションが難しい 21 ポイント 
文化面でお客様とのコミュニケーションが難しい 9 ポイント 
言語面でスタッフとのコミュニケーションが難しい 9 ポイント 
記録や日誌など日本語で文章を書くのが難しい 5 ポイント 
言葉の問題で専門性が向上しない 4 ポイント 
文化面でスタッフとのコミュニケーションが難しい 3 ポイント 























聞いて理解する力 17 ポイント 
丁寧な言葉づかいで話す力 17 ポイント 
相手が何を言いたいのか察する力 14 ポイント 
わかりやすい発音で話す力 5 ポイント 
正確に書く力 1 ポイント 



























7. 効果的な JOP 教材の提案 
7.1 JOP 教材の定義 











Japanese for Occupational Purpose(JOP)と呼ぶ（佐野, 2009）。 
前章で述べたように、観光業で働く外国語母語スタッフに向けた教材として一般的な JGP 教材




表 3： 観光業に特化した JOP教材に求められるもの 











































7.2 観光業に特化した JOP 教材における「スキル」 
 前項「7.1 JOP の定義」では佐野（2009）の JSP における定義を基に、観光業における JOP教材
とはどのようなものかを考察した。佐野（2009）では JSP を特徴付けるスキルとして、「言語スキル」の
























































































































































1.予約受付             6.タクシーの手配 
2.チェックイン            7.忘れ物・落し物 
3.道案内              8.チェックアウト 
4.両替                9.荷物預かり 










 以下では教材例として作成した flash教材について概要と特徴を述べることとする。 
 
 














図 4： 接客用語 
 




















図 5： 日本語会話 
 
 






















































表 4： 作成教材とスキル・力 
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